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0919 一般 災害に強いまちづくり推進事業費 －

地震により建築物が被災した際の
建築物に係る応急危険度判定を担
当する応急危険度判定士の認定登
録を行い、被災地における判定活
動の支援体制を確立する。

建築指
導課

0 2,385 2,385 0.7 0.2 0.9 9,414 現状維
持

引き続き、大規模地震がいつどこで
発生しても応急危険度判定を実施
できる体制を確立する必要があるた
め。

－ － - － － - － － 現状維
持

0920 一般 住宅・建築物耐震改修等事業費 ①

北海道耐震改修促進計画に基づ
き、住宅や民間大規模建築物等の
耐震改修補助、無料耐震診断、普
及啓発等を行う。

建築指
導課

0 339,040 170,040 0.8 0.4 1.2 348,412 現状維
持

引き続き、道内の住宅や民間大規
模建築物の耐震性能の向上を図る
必要があるため。

－ ④ ②
啓発資材の電子化を検討している
が、対象となる住宅の所有者の状
況に配慮した対応が必要である。

－ ⑥ ②
啓発資材の電子化を検討している
が、対象となる住宅の所有者の状
況に配慮した対応が必要である。

○ ②
啓発資材の電子化を検討している
が、対象となる住宅の所有者の状
況に配慮した対応が必要である。

普及啓発事業における啓発資材の
ペーパレス化・電子化やオンライン
開催によるCO2削減や啓発対象の
拡大に向けた取組の促進など、ゼロ
カーボン北海道及びSociety5.0の推
進に向け、事業内容を検討するこ
と。

現状維
持

○ ○ ○

普及啓発事業において作成してい
る一般住民向けの耐震改修の促進
普及パンフレットをホームページ上
で公開するなどのペーパレス化・電
子化について、取組済み。

0 341,425 172,425 1.5 0.6 2.1 ■令和４年度　新規事業

【見直し結果（S)(T)(U)】
　見直し状況（F)(J)(M)で｢②今回見直しを検討｣を
　選択した検討結果
　○見直し対応　△検討継続
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計
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【視点(E)(I)】
　①省エネ設備の普及とエネルギー利用の効率化の促進　②再エネ導入促進、建築物の省エネ化
　③次世代自動車などの導入促進 　④３Ｒの推進による廃棄物の削減　⑤温室効果ガス吸収源対策
　⑥「Smart道庁」の取組の推進による道庁における業務の効率化・省力化や多様で柔軟な働き方の実現
　⑦行政のデジタル化に係る道内自治体間のノウハウの共有化の推進

　【見直し状況(F)(J)(M)】
　　 ① 対応済
　　 ② 今回見直しを検討
　　　－ 対応が不要

事務
事業

方向性

事務事業名 見直し
区分

事務事業概要 課・局
室名

令和３年度

前年度
からの
繰越

事業費
（千円）

Ⅰ　ゼロカーボン

整理
番号

枝番 重複
施策 事業費

（千円）

執行体制

フル
コスト

（千円）

令和３年度　事務事業評価調書 08041

【見直し区分】
　①普及啓発　②会議等　③調査業務　④窓口業務等
　⑤施設整備・維持等　⑥委託業務　⑦補助事業　⑧その他

住宅・建築物の耐震化の促進

一次政策評価
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Ⅱ　Society5.0 Ⅲ　新型コロナウイルス感染症 Ⅳ　前年度意見
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